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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．第53期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第53期中間から第55期中間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、１株当たり中間（当期）純

損失が計上されているため、それぞれ記載しておりません。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成14年 
８月１日 

至平成15年 
１月31日 

自平成15年 
８月１日 

至平成16年 
１月31日 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
１月31日 

自平成14年 
８月１日 

至平成15年 
７月31日 

自平成15年 
８月１日 

至平成16年 
７月31日 

売上高（千円） 484,658 409,670 340,940 856,560 743,235 

経常損益（千円） △177,279 △199,721 △276,215 △396,134 △443,510 

中間（当期）純損益（千円） △332,379 △355,246 △655,503 △562,766 △685,110 

純資産額（千円） 1,303,409 1,125,906 1,550,948 1,142,969 1,357,570 

総資産額（千円） 3,100,781 2,957,474 2,930,250 2,932,485 2,956,547 

１株当たり純資産額（円） 19.77 13.69 9.59 16.63 12.97 

１株当たり中間（当期）純損

益（円） 
△5.61 △4.83 △5.06 △8.94 △8.16 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 42.0 38.1 52.9 39.0 45.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△148,241 △227,037 △267,254 △255,821 △486,120 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,906 △49,161 △119,147 △22,873 △42,592 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
276,557 364,002 269,281 276,341 742,174 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
272,101 224,183 232,718 136,379 349,840 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

18 

[65] 

27 

[63] 

22 

[52] 

22 

[64] 

20 

[60] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の１株当たり情報については、第５号様式記載上の注意(4）ｂただし書に基づき省略しておりま

す。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成14年 
８月１日 

至平成15年 
１月31日 

自平成15年 
８月１日 

至平成16年 
１月31日 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
１月31日 

自平成14年 
８月１日 

至平成15年 
７月31日 

自平成15年 
８月１日 

至平成16年 
７月31日 

売上高（千円） 412,619 409,640 340,940 784,257 743,139 

経常損益（千円） △156,521 △193,028 △277,529 △374,557 △434,229 

中間（当期）純損益（千円） △316,021 △348,513 △656,673 △545,548 △675,749 

資本金（千円） 3,297,257 3,509,547 4,253,047 3,333,657 3,800,747 

発行済株式総数（株） 65,930,884 82,260,884 161,760,884 68,730,884 104,660,884 

純資産額（千円） 1,292,918 1,123,008 1,549,507 1,133,338 1,357,300 

総資産額（千円） 3,091,294 2,953,886 2,954,138 2,922,718 2,981,183 

１株当たり中間(年間)配当額

（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 41.8 38.0 52.5 38.8 45.5 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

17 

[65] 

27 

[63] 

22 

[52] 

22 

[64] 

20 

[60] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、その数は１人当たり１日８時間換算により算出しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年１月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

衣料事業 ７ [13] 

飲食事業 ７ [39] 

不動産事業 １ － 

その他事業 ０ － 

全社（共通） ７ － 

合計 22 [52] 

  平成17年１月31日現在

従業員数（人） 22 [52] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資や輸出の増加を背景に、回復の兆しが現れてきたもの

の、個人消費の回復に力強さはなく、記録的な猛暑、度重なる台風上陸、新潟中越地震、スマトラ沖地震による津

波被害等、天候や災害による気候的マイナス要因により厳しい経営環境が続きました。 

 このような環境のなか、当社グループは本業である紳士服等衣料品事業および焼肉店の飲食事業とあわせ、小規

模ながら不動産関連事業に取り組んでまいりました。 

① 衣料事業 

 紳士服等衣料品事業に関しましては、成熟した市場において競合状態が続くなか、消費者の購買行動は依然と

して慎重さがみられ、厳しい経営環境が続きました。このような状況下、当社は、地元密着型店舗を目指すべ

く、お客様のニーズに対応した商品に加え、新しさを追求した商品の開発に努めるとともに、年末年始には販売

促進を強化することにより売上増進いたしましたが、上半期前半の天候不順による落込みを吸収するには至りま

せんでした。 

 この結果、衣料事業の売上高は126百万円（前期比15.3％減）、営業損失30百万円（前年同期営業損失43百万

円）となりました。 

② 飲食事業 

 飲食事業に関しましては、外食産業全体を取り巻く客単価の下落や来店客数の減少などの構造的な不況に悩ま

されているなか、米国産牛肉の輸入禁止措置が依然として続いており、原材料価格が高騰し利益を圧迫する要因

になっております。これらのことから、季節メニューの開発と肉類以外の新規メニュー開発や販促企画により集

客に努め、適正人員の見直しを含めた経費の削減を図った結果、売上高の減少は軽微でしたが、食肉の仕入れ価

格の高騰に併せ、台風被害による野菜等の価格上昇により食材原価は圧迫される結果となりました。 

 この結果、飲食事業の売上高は186百万円（前期比6.3％減）、営業損失は12万円（前年同期営業利益４百万

円）となりました。 

③ 不動産事業 

 不動産関連事業に関しましては、首都圏の商業地における地価の下げ止まりや、本年からの住宅ローン減税の

段階的な縮小を控えた駆け込み需要等により、業界をとりまく環境は底堅く推移しております。当社といたしま

しては、物件取得資金の問題もあり、賃貸業務を中心に小規模ながら慎重に着実な取引が行えるよう取り組んで

おります。 

 この結果、不動産事業の売上高は28百万円（前期比54.2％減）、営業損失は６百万円（前年同期営業損失１百

万円）となりました。 

④ その他事業 

 その他事業のうち、平成16年８月「株式会社アド研」と業務提携契約を締結し、同社の保有するポイント交換

サービスに関する知的財産権を共有することを決定しており、日本での特許が決定次第本特許を軸とした事業展

開を行ってまいります。 

 また、紳士服等衣料品事業を含めた新たな展開として、平成16年８月「上海華源股份有限公司」と業務提携契

約を締結し、同社と日本国内において、合弁会社設立を計画しておりましたが、同社の経営陣の変更と諸問題に

より計画が大幅に遅れております。このため、早期に同社と協議し計画を推進してまいります。 

 この結果、その他事業については当中間連結会計期間の取引はありませんでした。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高340百万円（前期比16.8％減）、経常損失

276百万円（前年同期経常損失199百万円）となりました。また、中間連結純損失につきましては、新規事業の促

進と運転資金の確保を目的に、新株予約権の権利行使を促進した結果、新株発行費用が増加し特別損失として処

理することとしたため、総額376百万円の特別損失が発生し、中間連結純損失は655百万円（前年同期中間純損失

355百万円）となりました。 

 なお、平成16年５月12日開催の臨時株主総会において、当社ならびに当社の子会社等を含めた企業グループと

して、健全かつ競争力のある会社を目指すため、株式移転による完全親会社設立の件を上程し承認可決され、平

成17年２月１日を目処に、株式移転により親会社として、株式会社イチヤホールディングスを設立し、上場を予

定しておりましたが、新株予約権の権利行使が順調に進まないこともあり、将来の明確なビジョンが確立できな

い状態にあります。そのため、平成16年12月３日当社取締役会で、日程を変更・延期することにし、社内ならび

に関係各社との見直しを行っております。 

 また、当社のファイナンスの状況に関しましては、平成16年７月16日発行の第２回新株予約権の権利行使が、

当中間連結会計期間に57,100個（払込金額837百万円）行使されております。 



 なお、この第２回新株予約権につきましては、当社株主より平成16年５月12日開催の臨時株主総会決議を無効

として、高知地方裁判所に訴訟提起され、同年12月24日判決により同臨時株主総会に関する決議の取消し、なら

びに、同臨時株主総会に基づいて発行した第２回新株予約権のうち、本判決確定日までに行使されていない部分

が無効であるとの判決を受けております。当社は、これを不服として平成17年１月７日高松高等裁判所へ控訴し

現在係属中であります。当社はこのような状況を勘案し、コンプライアンスの観点から第一審判決を厳粛に受け

止め、新株予約権者にもご了承いただいたうえ、本訴訟の最終判決が確定するまでは、第２回新株予約権による

資金調達を保留することにいたしました。但し、今後につきましては、当初計画しておりました事業資金および

運転資金に影響が生じてくることから、平成17年２月16日に第三者割当増資により360百万円の資金調達を行い

一部補填するとともに、平成17年３月31日開催の臨時株主総会で、決議承認いただきました第３回新株予約権を

発行し、権利行使を促進していくことで、今後の事業資金および運転資金を確保してまいります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は，税金等調整前中間

純損失653百万円が発生いたしましたが、新株予約権の権利行使により資金調達を実施したことから、前中間連結

会計期間に比べ８百万円増加（前年同期比3.8％増）し、当中間連結会計期間末は232百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は267百万円（前年同期227百万円の使用）となりました。これは主に、税金等調整

前中間純損失653百万円を計上したことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は119百万円（前年同期49百万円の使用）となりました。これは主に、特許権等無

形固定資産取得による支出75百万円、投資有価証券の取得による支出55百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は269百万円（前年同期364百万円の獲得）となりました。これは主に、株式の発行

による収入466百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、生産活動は行っておりませんので、該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価額によっております。 

２．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。 

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。 

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。 

３．飲食事業は、直営店舗における食材仕入であります。 

４．不動産事業は、前連結会計年度末から事業の種類別セグメントを変更しております。そのため、前年同期比

較にあたっては、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

５．その他事業は、通信機器の仕入と広告代理業に対する仕入でありますが、当中間連結会計期間は取引があり

ませんでした。 

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

衣料事業    

重衣料 28,946 102.6 

中衣料 21,636 87.9 

軽衣料 27,978 87.7 

その他 6,722 133.2 

小計 85,284 95.0 

飲食事業 94,311 105.3 

不動産事業 27,111 47.2 

その他事業 － － 

合計 206,707 87.3 



(3）販売実績 

① セグメント別販売実績 

 （注）１．衣料事業の「重衣料」とは、スーツ、フォーマルスーツ（礼服）等であります。 

「中衣料」とは、ジャケット（ブレザー）、パンツ、スラックス、ブルゾン（ジャンパー）等であります。

「軽衣料」とは、シャツ、ポロシャツ、カッターシャツ、ネクタイ等であります。 

「その他」とは、レディースパンツ、スカート、雑貨、補正加工賃等であります。 

２．飲食事業は、直営店舗における売上であります。 

３．不動産事業は、前連結会計年度末から事業の種類別セグメントを変更しております。そのため、前年同期比

較にあたっては、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

４．その他事業の売上は、通信機器の売上及び広告代理業でありますが、当中間連結会計期間は取引がありませ

んでした。 

５．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

衣料事業    

重衣料 47,571 80.9 

中衣料 27,992 82.4 

軽衣料 42,548 88.2 

その他 8,007 101.2 

小計 126,119 84.7 

飲食事業 186,747 93.7 

不動産事業 28,073 45.8 

その他事業 － － 

合計 340,940 83.2 



② 地域別販売実績 

 （注）１．その他事業は通信機器の売上及び広告代理業であります。なお、通信機器の売上は衣料事業と同一の店舗で

販売しているため、期末店舗数の記載はしておりません。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

地域 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 
前年同期比 
（％） 

中間期末店舗数 
（店） 

（衣料事業）        

高知県 126,119 37.0 100.0 ５ 

（飲食事業）        

高知県 121,303 35.6 96.0 ３ 

埼玉県 65,444 19.2 89.8 １ 

小計 186,747 54.8 93.7 ４ 

（不動産事業）        

高知県 28,073 8.2 45.8 － 

（その他事業）        

高知県 － － － － 

合計 340,940 100.0 83.2 ９ 



３【対処すべき課題】 

(1）資金調達について 

 当社は、新規事業資金及び運転資金を機動的に調達するため、平成16年７月16日第２回新株予約権150,000個

（権利行使による払込金額の総額3,750百万円）を発行し、当中間連結会計期間は57,100個（払込金額837百万円）

が権利行使されておりますが、現在は下記③の訴訟の影響を受け権利行使を保留しております。そのため、今後の

事業資金及び運転資金に支障がでることから、平成17年２月16日付で第三者割当増資（発行株式数30百万株、払込

金額360百万円）を実施し、一部は補填したものの、新規事業等を開発していくためには不足しているため、平成

17年３月31日臨時株主総会で決議承認いただきました、第３回新株予約権250,000個（権利行使による払込み金額

の総額2,500百万円）の権利行使を促進し、資金確保をしてまいります。これにより、運転資金の確保もさること

ながら、新規事業開発が可能となるものと確信しております。 

(2）業務提携の促進と新規事業の確立 

 平成16年８月10日付で業務提携した、上海華源股份有限公司との業務展開が遅延しており、当初平成16年10月に

設立予定の合弁会社はいまだ設立に至っておりません。提携先の事情があるものの、今後の事業計画にも影響して

くることから、早急に対処してまいります。また、この提携関係以外についても各社との協議を進め、新規事業を

確立していけるよう推し進めてまいります。 

(3）臨時株主総会決議無効訴訟について 

 当社は、平成16年５月12日に臨時株主総会を開催し、第２回新株予約権の発行を上程し承認可決されましたが、

この臨時株主総会の決議が無効であるとして、株主羅民詔氏が高知地方裁判所へ提訴、同年12月24日付第一審判決

において、同臨時株主総会に関する決議の取消し、ならびに第２回新株予約権のうち、本判決確定日までに行使さ

れていない部分が無効であるとの判決を受けました。当社はこれを不服として平成17年１月７日高松高等裁判所へ

控訴し現在係属中であります。今後、裁判のなかで当社の主張が正当に認められるよう努力してまいります。更に

は、平成17年３月31日に臨時株主総会を開催し、平成16年５月12日開催の臨時株主総会の議案のうち、重要な争点

になっている議案について追認を行い、今後の裁判の結果によって、事業運営に支障をきたすことがない万全の体

制とし、実質的に訴訟問題の終結を図りました。 

４【経営上の重要な契約等】 

(1）上海華源股份有限公司との業務提携契約 

(2）㈱アド研との資本及び業務提携契約 

(3）株式移転による完全親会社設立延期について 

 当社は、平成17年１月５日提出の臨時報告書の訂正報告書に記載のとおり、平成16年５月12日開催の臨時株主総

会において、当社ならびに当社の子会社等を含めた企業グループとして、健全かつ競争力のある会社を目指すた

め、株式移転による完全親会社設立の件を上程し承認可決され、平成17年２月１日を目処に、株式移転により親会

社として、株式会社イチヤホールディングスを設立し、上場を予定しておりましたが、新株予約権の権利行使が順

調に進まないことから、将来の明確なビジョンが確立できない状態にあります。そのため、日程を変更・延期する

ことにし、社内ならびに関係各社との見直しを行っております。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約年月 相手先 業務提携の概要 

平成16年８月 上海華源股份有限公司 当社の行っている紳士服等衣料品事業等において、互いに協力して取

扱商品と事業規模の拡大を目指すことを目的に業務提携し、共同で合

弁会社を設立するものであります。 

契約年月 相手先 業務提携の概要 

平成16年８月 ㈱アド研 ㈱アド研の保有するポイント交換サービスに関する知的財産権を共有

し、本特許を軸とした事業展開を共同で行い、業容の拡大を目指して

いものであります。合わせて資本参加することにより関係を強固なも

のにしていくものであります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１．「ただし、株式の消却が行われた場合はこれに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

２．平成17年３月31日開催の臨時株主総会において、定款を変更して会社が発行する株式の総数を375,000,000

株から765,000,000株に変更しております。 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年４月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行されたも

のは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成16年５月12日臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 375,000,000 

計 375,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年１月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年４月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 161,760,884 191,760,884 
株式会社ジャスダック証

券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 161,760,884 191,760,884 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年３月31日） 

新株予約権の数（個） 84,900 84,900 

新株予約権の目的となる株式の種類（注）１ 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 84,900,000 84,900,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 25 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月17日 

至 平成18年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）３ 

発行価格  25 

資本組入額 13 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使にあたっ

ては、一部行使はできない

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を受け

なければこれをすることが

できない。 

同左 

(1）株式の種類及び数 当社普通株式150,000,000株（新株予約権１個につき1,000株） 



２．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額（以下、「行使価額」という。） 

 なお、行使価額は、株式の分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で

自己株式を処分する場合、株式に転換できる証券を発行する場合又は新株予約権もし

くは新株予約権を付与された証券の発行が行われる場合等にも調整される。 

３．新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中、資本に組み入れない額 

新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中、資本に組み入れない額は、当該発行価額より資本に組み

入れる額を減じた額とする。資本に組み入れる額とは、当該発行価額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．第２回新株予約権の平成16年８月１日から平成17年１月31日までの権利行使による増加額であります。 

２．第54期損失処理に伴う資本準備金取崩額であります。 

３．平成17年２月１日から平成16年３月31日までの間に、第三者割当増資により発行済株式総数が30,000,000

株、資本金が180,000千円、資本準備金が180,000千円増加しております。 

(2）株式の数の調整 新株予約権の行使により発行又は移転する新株式１株当たりの行使価額の調整がな

された場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整される。 

但し、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 株式数＝払込金額÷行使価額 

(1）行使価額 １個につき25,000円（１株につき25円）又は、行使日の前日に相当する取引日の終

値に0.9を乗じた価格（円未満切上げ）に新株予約権１個の株式数を乗じた金額を比

較し、いずれか低い方を行使価額とする。 

(2）行使価額の調整 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は次の算式によ

り調整される（なお、次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式

として保有する当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金

額で新株式を発行し又は自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」には当該

発行又は処分される株式数を含むものとする。）。但し、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を切り捨てる。 

        既発行 

株式数 
＋

新発行・処分株式数×１株当りの発行・処分価額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
×

１株当りの時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年８月１日～ 

平成17年１月31日 

（注）１  

57,100,000 161,760,884 452,300 4,253,047 396,620 1,075,868 

平成16年10月27日 

（注）２ 
－ 161,760,884 － 4,253,047 △679,248 396,620 



(4）【大株主の状況】 

  

  平成17年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪市中央区北浜２丁目４－６ 4,901 3.03 

ソシエテジェネラルセキュリ

ティーズホンコン 

［常任代理人］ 

ソシエテジェネラル証券会社

東京支店 

東京都港区赤坂１丁目12－32 

アーク森ビル 
1,966 1.22 

ツバメ工業株式会社 愛媛県四国中央市川之江町2415番地 1,817 1.12 

呉 玉美 
東京都中野区池袋３丁目23－２ 

三田沼袋コーポ202 
1,600 0.99 

豊岡 幸治 埼玉県坂戸市千代田区４丁目７－12－503 1,319 0.82 

コメルツバンク（サウスイー

ストアジア）リミテッド 

［常任代理人］ 

㈱みずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 1,240 0.77 

山本 誠三 高知県高知市愛宕町３丁目２－17 1,098 0.68 

コアパシフィックヤマイチイ

ンターナショナルホンコンリ

ミテッドアカウントクライア

ント 

［常任代理人］ 

  香港上海銀行東京支店 

東京都中央区日本橋３丁目11－１ 1,059 0.65 

門口 茂 新潟県佐渡市橘205 1,000 0.62 

千葉 直人 栃木県下都賀郡大平町大字西野田292－２ 1,000 0.62 

計 － 17,000 10.51 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が489,000株（議決権の数489

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、平成16年12月の月別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの、役員の異動は次のとおりであります。 

退任役員 

  平成17年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 161,694,000 161,694 同上 

単元未満株式 普通株式 54,884 － 同上 

発行済株式総数   161,760,884 － － 

総株主の議決権   － 161,694 － 

  平成17年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社イチヤ 
高知県高知市帯屋町

１－10－18 
12,000 － 12,000 0.01 

計 － 12,000 － 12,000 0.01 

月別 平成16年８月 ９月 10月 11月 12月 平成17年１月 

最高（円） 40 30 27 18 
13 

※ 15 
17 

最低（円） 24 18 16 13 
10 

※ 12 
10 

役名 職名 氏名 退任年月日 

監査役 － 井上 昌治 平成16年11月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成15年８月１日から平成16年１月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成16年８月１日から平成17年１月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間連結会計期間（平成16年８月１日から平成17年１月31日まで）については、「財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成15年８月１日から平成16年１月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成16年８月１日から平成17年１月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

 ただし、当中間会計期間（平成16年８月１日から平成17年１月31日まで）については、「財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年８月１日から平成16年１月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成15年８月１日から平成16年１月31日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成16年８月１日から平成17年１月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成16年８月１日から平成17年１月31日まで）の中間財務諸表について、国際第一監査法人により中間監査を受けてお

ります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年１月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※１   229,183     232,718     354,840  

２．受取手形及び売
掛金     17,186     18,665     18,416  

３．たな卸資産     97,542     126,030     109,797  

４．短期貸付金     113,000     21,000     17,000  

５．その他     69,590     54,844     65,177  

６．貸倒引当金     △7,126     △29,960     △23,960  

流動資産合計     519,376 17.6   423,299 14.5   541,271 18.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1）建物及び構築
物 

※１ 822,058     823,273     824,058    

減価償却累計
額   421,984 400,073   460,866 362,406   442,733 381,324  

(2）土地 ※１   1,425,905     1,425,905     1,425,905  

(3）その他   136,146     139,541     139,461    

減価償却累計
額   106,526 29,619   116,115 23,426   112,270 27,190  

有形固定資産合
計     1,855,598 62.7   1,811,738 61.8   1,834,420 62.0 

２．無形固定資産     11,190 0.4   93,886 3.2   20,031 0.7 

３．投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券     182,717     216,512     158,666  

(2）長期前払費用     107,248     89,609     97,880  

(3）敷金     253,090     231,955     240,470  

(4）その他     28,275     116,770     123,265  

(5）貸倒引当金     △24     △54,000     △60,000  

投資その他の資
産合計     571,308 19.3   600,847 20.5   560,283 19.0 

固定資産合計     2,438,097 82.4   2,506,472 85.5   2,414,735 81.7 

Ⅲ 繰延資産     － －   478 0.0   541 0.0 

資産合計     2,957,474 100.0   2,930,250 100.0   2,956,547 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年１月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     49,015     27,887     29,931  

２．短期借入金 ※１   923,599     787,727     869,970  

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※１   230,906     198,912     225,242  

４．未払法人税等     4,298     8,698     6,801  

５．賞与引当金     4,500     3,100     3,000  

６．その他     125,668     45,733     47,362  

流動負債合計     1,337,988 45.2   1,072,058 36.6   1,182,309 40.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※１   448,156     249,244     347,248  

２．役員退職慰労引当
金     4,403     －     －  

３．新株予約権     －     16,980     28,400  

４．その他     41,020     41,020     41,020  

固定負債合計     493,579 16.7   307,244 10.5   416,668 14.1 

負債合計     1,831,567 61.9   1,379,302 47.1   1,598,977 54.1 

                     

（少数株主持分）                    

少数株主持分     － －   － －   － － 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     3,509,547 118.7   4,253,047 145.1   3,800,747 128.6 

Ⅱ 資本剰余金     408,848 13.8   396,620 13.5   679,248 22.9 

Ⅲ 利益剰余金     △2,792,114 △94.4   △3,098,232 △105.7   △3,121,978 △105.6 

Ⅳ 自己株式     △375 △0.0   △486 △0.0   △447 △0.0 

資本合計     1,125,906 38.1   1,550,948 52.9   1,357,570 45.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計     2,957,474 100.0   2,930,250 100.0   2,956,547 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     409,670 100.0   340,940 100.0   743,235 100.0 

Ⅱ 売上原価     221,195 54.0   189,458 55.6   378,944 51.0 

売上総利益     188,475 46.0   151,482 44.4   364,290 49.0 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費                    

１．広告宣伝費   18,966     36,263     33,218    

２．給料手当   89,308     81,201     172,213    

３．賞与引当金繰入
額   4,500     3,100     3,000    

４．役員退職慰労引
当金繰入額   1,414     －     －    

５．減価償却費   23,806     23,184     49,587    

６．賃借料   59,107     57,413     124,778    

７．支払手数料   －     105,854     95,022    

８．その他   159,953 357,056 87.2 111,552 418,570 122.7 235,416 713,237 96.0 

営業損失     168,580 41.2   267,088 78.3   348,946 47.0 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   1,520     1,308     2,901    

２．受取配当金   852     852     1,714    

３．賃貸料収入   4,333     －     6,651    

４．持分法投資損益   －     2,846     －    

５．その他   2,656 9,363 2.3 2,847 7,854 2.3 5,694 16,962 2.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   18,024     14,870     35,582    

２．新株発行費   17,970     －     69,526    

３．その他   4,508 40,504 9.9 2,111 16,981 5.0 6,417 111,525 15.0 

経常損失     199,721 48.8   276,215 81.0   443,510 59.7 

 



 
 

③【中間連結剰余金計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１．役員退職慰労引当
金戻入額   51,989 51,989 12.7 － － － 54,978 54,978 7.4 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産売却損   1,138     1,044     1,515    

２．固定資産除却損   －     861     740    

３．投資有価証券評価
損   －     －     5,190    

４．退店損失   19,698     4,337     19,698    

５．事業撤退損   176,317     －     179,724    

６．貸倒引当金繰入額   6,820     －     83,630    

７．新株発行費   － 203,974 49.8 370,602 376,844 110.6 － 290,498 39.1 

税金等調整前中間
(当期)純損失     351,706 85.9   653,060 191.6   679,030 91.4 

法人税、住民税及
び事業税     3,540 0.8   2,443 0.7   6,080 0.8 

少数株主利益     － －   － －   － － 

中間（当期）純損
失     355,246 86.7   655,503 192.3   685,110 92.2 

                     

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）              

Ⅰ 資本剰余金期首残高     246,488   679,248   246,488 

Ⅱ 資本剰余金増加高              

資本準備金積立額   162,360 162,360 396,620 396,620 432,760 432,760 

Ⅲ 資本剰余金減少高              

資本準備金取崩額   － － 679,248 679,248 － － 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）
残高     408,848   396,620   679,248 

               

（利益剰余金の部）              

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △2,436,867   △3,121,978   △2,436,867 

Ⅱ 利益剰余金増加高              

  資本準備金取崩額   － － 679,248 679,248 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高              

中間（当期）純損失   355,246 355,246 655,503 655,503 685,110 685,110 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高     △2,792,114   △3,098,232   △3,121,978 

               



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益
（△損失）   △351,706 △653,060 △679,030 

減価償却費   23,806 23,322 49,587 

貸倒引当金の増加額   6,813 － 83,623 

役員退職慰労引当金の減少額   △50,575 － △54,978 

賞与引当金増減額（減少：△）   △500 100 △2,000 

受取利息及び受取配当金   △2,372 △2,161 △4,615 

支払利息   18,024 14,870 35,582 

新株発行費   17,970 370,602 69,526 

雑損失   3,519 － － 

持分法による投資損益   722 △2,846 － 

投資有価証券評価損   － － 5,190 

退店損失   19,698 4,337 19,698 

事業撤退損   176,317 － 179,724 

固定資産除却損   － 861 － 

固定資産売却損   － 1,044 － 

売上債権増減額（増加：△）   7,010 △249 5,780 

たな卸資産の増加額   △19,972 △16,233 △32,226 

前払費用減少額   9,391 10,284 17,344 

仕入債務の増減額（減少：△）   24,635 △2,044 5,551 

その他   23,766 2,731 23,689 

小計   △93,449 △248,440 △277,552 

利息及び配当金の受取額   2,175 858 3,959 

利息の支払額   △14,949 △14,426 △30,646 

退店損失による支払額   － － △3,780 

事業撤退損による支払額   △114,628 － △171,879 

法人税等の支払額   △6,184 △5,246 △6,221 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △227,037 △267,254 △486,120 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の払戻による収入   － 5,000 － 

有形固定資産の取得による支出   △55,248 △1,076 △69,830 

有形固定資産の売却による収入   100 － 1,416 

無形固定資産の取得による支出   △5,973 △75,297 △18,046 

敷金等の差入れによる支出   △3,900 △975 △16,520 

敷金保証金の返還による収入   － 4,657 25,000 

保険解約による収入   16,435 － 16,435 

投資有価証券の取得による支出   △23,600 △55,000 △4,000 

投資有価証券の売却による収入   4,000 － 4,000 

貸付金の回収による収入   67,175 2,000 69,175 

営業譲受のための支出   △48,150 － △48,150 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の取得   － － △2,773 

その他   － 1,543 700 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △49,161 △119,147 △42,592 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入れによる収入   212,549 － 217,549 

短期借入金の返済による支出   △190,950 △73,242 △249,579 

長期借入れによる収入   108,000 － 108,000 

長期借入金の返済による支出   △85,810 △124,334 △192,382 

株式の発行による収入   320,279 466,897 858,723 

その他   △66 △39 △138 

財務活動によるキャッシュ・フロー   364,002 269,281 742,174 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   87,803 △117,121 213,460 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   136,379 349,840 136,379 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高   224,183 232,718 349,840 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

当社グループは、前連結会計年度

まで連続して売上高が減少傾向にあ

り、５期連続して連結経常損失とな

っていたため、当社は平成15年８月

に「ICHIYA Re－Communication計

画」を策定し、営業基盤を強化する

ための方策に取り組んでおりました

が、当中間連結会計期間は、売上が

前連結会計年度に続き、減少傾向と

なり、かつ、５年連続の中間連結経

常損失を計上する結果となりまし

た。また、前連結会計年度から開始

したＩＴ関連事業につきましては、

将来の採算の取れた収益見込みが立

たず、平成16年２月に撤退を決議

し、１億76百万円の事業撤退損を計

上し、３億55百万円の中間連結純損

失を計上、27億92百万円の利益剰余

金のマイナスとなっています。さら

に、平成14年10月29日開催の定時株

主総会で決議発行した新株予約権

（発行総額40億円）は、平成16年１

月末時点までに６億58百万円しか行

使が行われておらず、未だ満足のい

く水準には達しておりません。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

中間連結財務諸表提出会社である

当社は、当該状況を解消すべく 

「ICHIYA Re－Communication計画」

を継続、推し進めると共に、営業基

盤強化のための資金確保といたしま

して、平成16年３月12日に第２回新

株予約権150,000個（発行総額37億80

百万円）を取締役会において発行決

議いたしました（承認臨時株主総会

平成16年５月12日）。これら資金確

保と営業基盤強化により、中期的に

は売上高の増加を目指すとともに、

早期に経常利益を計上できる体制を

整えてまいります。 

 当社グループは、当中間連結会計

期間も、売上高の減少傾向に歯止め

がかからず、依然厳しい状況が続い

ており、経常損失についても、販促

活動を強化したことから、上期後半

以降徐々に効果が出始めております

が、その他の経費削減が予定どおり

に進まず、当中間連結会計期間は、

大幅な中間連結純損失（６億55百万

円）を計上しました。また、有利子

負債については前連結会計年度と比

較し、約２億円の返済を行い、約12

億35百万円となったものの、利益剰

余金はマイナスの30億98百万円とな

っています。また、株主提訴の平成 

16年５月12日の臨時株主総会決議無

効の地裁の判決を受けて現在高裁で

係属中です。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

当社グループは、当該状況を解消

すべく、 

① 本業についてのリニューアル等

による販売強化を継続するとともに

無駄を廃し、徹底的合理化を図りま

す。また各社との業務提携を推し進

めるとともに、関連事業のＭ＆Ａ等

を実行し、新たな経営体制を確立し

てまいります。 

② 資金確保として、第三者割当増

資（平成17年２月16日付、払込金額

３億60百万円）を実施し、財務体質

の強化を図りました。 

③ 訴訟対策としては、高裁での勝

訴を当然目指しておりますが、併せ

て平成17年３月31日に臨時株主総会

を開催し、争点となっている議案に

ついて追認を行なったところ、議案

は全て可決されました。この議案の

可決は、今後の裁判の結果によっ

て、事業運営に支障をきたすことが 

 当社グループは、前連結会計年度

まで連続して売上高が減少傾向にあ

り、５期連続して連結経常損失とな

っていたため、当社は平成15年８月

に「ICHIYA Re－Communication計

画」を策定し、営業基盤を強化する

ための方策に取り組んでおりました

が、当連結会計年度は、売上高が前

連結会計年度に続き、減少傾向とな

り、かつ、前連結会計年度から開始

したＩＴ関連事業の撤退を平成16年

２月に決議し、１億79百万円の事業

撤退損を計上、７年連続となる連結

当期純損失（６億85百万円）を計上

する結果となり、利益剰余金はマイ

ナス31億21百万円となっています。

さらに、平成16年７月16日発行した

第２回新株予約権（発行総額37億80

百万円）は、平成16年８月末時点ま

でに20,100個（５億６百万円）権利

行使されておりますが、今後、順調

に権利行使していただけるか確実な

保証はありません。 

 当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社グループは、当該状況を解消

すべく「ICHIYA Re－Communication

計画」を再度見直すとともに、グル

ープとしての経営を強化すべく、株

式移転による完全親会社設立（平成 

16年５月12日臨時株主総会決議、移

転予定日 平成17年２月１日）を決定

いたしました。これにより、グルー

プとしての営業基盤を強化し、関連

事業のＭ＆Ａを実行し、新たな経営

体制を確立していく所存です。 

 また、経営基盤確立のための資金

確保として、上記の第２回新株予約

権150,000個（発行総額37億80百万

円）の行使を促進してまいります。

これら資金確保とグループ経営によ 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。 

ない万全の体制になったことを意味

し、実質的に訴訟問題の終結が図ら

れることとなりました。 

④ 事業資金及び運転資金等の確保

のため、第２回新株予約権以外の資

金調達を図ることとし、第３回の新

株予約権を発行してまいります。 

 以上の施策により、資金確保とグ

ループ経営による経営体制を確立

し、早期に売上高の増加と、経常利

益の黒字化を目指してまいります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。 

る経営体制を確立し、売上高の増加

を目指すとともに、早期に経常利益

を計上できる体制を整えてまいりま

す。 

 連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社は、㈲カーサ１社であ

ります。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社は、㈲カーサと㈱ＦＭ

－ＩＣの２社であります。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社は、㈲カーサと㈱ＦＭ－

ＩＣの２社であります。 

なお、㈲ＦＭ－ＩＣは当連結会計年

度に新しく設立した後、株式の譲受

けを受けたため連結の範囲に含めて

おります。 

なお、非連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社は㈱ＦＭ－ＩＣ１

社であります。 

なお、㈱ＦＭ－ＩＣは当中間連結

会計期間に新たに設立したため、

持分法の適用範囲に含めておりま

す。 

また、持分法非適用関連会社とし

て㈱アールティーシーマネージメ

ントがあります。同社は平成13年

６月の株式取得により関連会社と

なりましたが、中間連結純利益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

持分法適用会社は㈱アールティー

シーマネージメントの１社であり

ます。 

持分法適用会社は㈱アールティーシ

ーマネージメントの１社でありま

す。 

なお、㈱アールティーシーマネージ

メントは全体として重要性が増して

きたため、持分法の対象といたしま

した。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社の中間会計期間は親会

社に一致しております。 

同左 連結子会社の事業年度は親会社に

一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

商品については、個別法によ

る原価法によっております。 

店舗食材及び貯蔵品について

は、最終仕入原価法による原

価法によっております。 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降取得の建物（建物

附属設備を除く）について

は、定額法）を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

 建物及び構築物 

 ７～50年 

① 有形固定資産 

同左  

① 有形固定資産 

同左  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

  ② 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

特許権については８年間の定

額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 ① 新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

① 新株発行費 

同左 

① 新株発行費 

同左 

  ②    ───── ② 創業費 

５年間の定額法を採用してお

ります。 

② 創業費 

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し

回収不能見込額を計上してお

ります。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 

親会社は役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

③    ───── ③    ─────

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理  
同左 

消費税等の会計処理  
同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金としております。 

同左 同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 ──────  従来、増資に伴う「新株発行費」

は、営業外費用に計上しておりまし

たが、当中間連結会計期間より特別

損失に計上しております。 

 この変更は、今期大幅な増資を計

画し、実行しており、その関連費用

も増加したため、経常利益をより適

正に表示する目的で行ったものであ

ります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ経常損失は、370,602千円減

少しておりますが、税金等調整前中

間純損失への影響はありません。 

  ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

 長期貸付金は、前中間連結会計期間までは区分掲記し

ておりましたが、資産総額の100分の５以下となりました

ので、投資その他の資産の「その他」として表示するこ

とといたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「長期貸付金」の金額は

16,000千円であります。 

（中間連結貸借対照表） 

────── 

（中間連結損益計算書） 

 手数料収入は、前中間連結会計期間までは区分掲記し

ておりましたが、営業外収益の100分の10以下となりまし

たので、営業外収益の「その他」に含めて表示すること

といたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「手数料収入」の金額は

557千円であります。 

（中間連結損益計算書） 

１．支払手数料は、前中間連結会計期間までは、販売費

及び一般管理費の「その他」として表示しておりまし

たが、販売費及び一般管理費の100分の10を超えたため

区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「支払手数料」の金額

は35,660千円であります。 

２．賃貸料収入は、前中間連結会計期間までは区分掲記

しておりましたが、営業外収益の100分の10以下となり

ましたので、営業外収益の「その他」に含めて表示す

ることといたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「賃貸料収入」の金額

は198千円であります。 



追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,700千円増加し、営業損失、経常

損失及び税金等調整前中間純損失

が、4,700千円増加しております。 

（役員退職慰労引当金） 

 従来、役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額の100%を計上しておりました

が、平成16年５月21日付で役員退職

慰労金制度を廃止しました。これに

より、前連結会計年度まで積み立て

ておりました、役員退職慰労引当金

54,978千円を全額戻入処理し、特別

利益として計上しております。 

前中間連結会計期間末 
（平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年１月31日） 

前連結会計年度末 
（平成16年７月31日） 

※１．担保提供資産 

 短期借入金739,000千円及び長期借入

金679,062千円（1年以内返済予定分

230,906千円を含む）に対し、次の資産

を担保に供しております。 

※１．担保提供資産 

 短期借入金739,000千円及び長期借入

金448,156千円（1年以内返済予定分

198,912千円を含む）に対し、次の資産

を担保に供しております。 

※１．担保提供資産 

 短期借入金739,000千円及び長期借入

金572,490千円（1年以内返済予定分

225,242千円を含む）に対し、次の資産

を担保に供しております。 

現金及び預金 

（定期性預金） 
50,000千円

建物 287,003千円

土地 1,403,619千円

計 1,740,623千円

現金及び預金 

（定期性預金） 
50,000千円

建物 264,824千円

土地 1,403,619千円

計 1,718,444千円

現金及び預金 

（定期性預金） 
50,000千円

建物 275,730千円

土地 1,403,619千円

計 1,729,349千円

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 229,183千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金 
△5,000千円

現金及び現金同等物 224,183千円

現金及び預金勘定 232,718千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金 
－千円

現金及び現金同等物 232,718千円

現金及び預金勘定 354,840千円

預入期間が３ケ月を

超える定期預金 
△5,000千円

現金及び現金同等物 349,840千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
 （千円）

器具及
び備品 

76,998 62,683 14,315 

計 76,998 62,683 14,315 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
 （千円）

器具及
び備品 

42,201 37,313 4,887 

計 42,201 37,313 4,887 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

器具及
び備品 

76,998 67,890 9,107 

計 76,998 67,890 9,107 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,428千円

１年超 4,887千円

計 14,315千円

１年内 4,887千円

１年超 －千円

計 4,887千円

１年内 7,954千円

１年超 1,153千円

計 9,107千円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 6,574千円

減価償却費相当

額 
6,574千円

支払リース料 4,220千円

減価償却費相当

額 
4,220千円

支払リース料 11,782千円

減価償却費相当

額 
11,782千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（前連結会計年度） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成15年８月１日 至平成16年１月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成16年８月１日 至平成17年１月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、行っておりませんので該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成15年８月１日 至平成16年７月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引は、行っておりませんので該当事項はありません。 

 
前中間連結会計期間末（平成16年１月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 182,717 

 
当中間連結会計期間末（平成17年１月31日現在） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 216,512 

 
前連結会計年度（平成16年７月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 158,666 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成15年８月１日 至平成16年１月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．区分の主な製品 

(1）衣料事業……………………紳士服の販売 

(2）飲食事業……………………焼肉店の経営 

(3）その他事業…………………不動産及び通信機器の販売・広告代理業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（128,779千円）の主なものは、親会社の

本社の管理本部等管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成16年８月１日 至平成17年１月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．区分の主な製品 

(1）衣料事業……………………紳士服の販売 

(2）飲食事業……………………焼肉店の経営 

(3）不動産事業…………………不動産販売及び賃貸 

(4）その他事業…………………通信機器の販売・広告代理業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（155,807千円）の主なものは、親会社の

本社の管理部門に係る費用であります。 

区分 
衣料事業 
（千円） 

飲食事業
（千円） 

その他事業 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 148,951 199,206 61,513 409,670 － 409,670 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 148,951 199,206 61,513 409,670 － 409,670 

営業費用 191,989 194,600 62,882 449,472 128,779 578,251 

営業損益 △43,038 4,605 △1,369 △39,801 △128,779 △168,580 

区分 
衣料事業 
（千円） 

飲食事業 

 （千円） 

不動産事
業 
（千円） 

その他事
業 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上

高 
126,119 186,747 28,073 － 340,940 － 340,940 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 126,119 186,747 28,073 － 340,940 － 340,940 

営業費用 156,756 199,629 34,889 60,944 452,221 155,807 608,028 

営業損益 △30,637 △12,882 △6,816 △60,944 △111,280 △155,807 △267,088 



前連結会計年度（自平成15年８月１日 至平成16年７月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．区分の主な製品 

(1）衣料事業……………………紳士服の販売 

(2）飲食事業……………………焼肉店の経営 

(3）不動産事業…………………不動産販売及び賃貸 

(4）その他事業…………………通信機器の販売・広告代理業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（269,357千円）の主なものは、親会社の

本社の管理部門に係る費用であります。 

４．不動産事業は、前連結会計年度は「その他事業」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度の売上高

が増加したため区分表示しております。なお、前連結会計年度の同事業の売上高は33,952千円、営業費用は

35,298千円、営業損失は1,345千円であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外売上高がないため該当事項はあり

ません。 

区分 
衣料事業 
（千円） 

飲食事業 

 （千円） 

不動産事
業 
 （千円） 

その他事
業 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上

高 
275,536 390,900 76,503 295 743,235 － 743,235 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 275,536 390,900 76,503 295 743,235 － 743,235 

営業費用 344,581 394,219 76,661 7,361 822,824 269,357 1,092,182 

営業損益 △69,045 △3,319 △157 △7,066 △79,588 △269,357 △348,946 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成16年１月31日） 
当中間会計期間末 

（平成17年１月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 219,768     226,936     348,613    

２．受取手形   56     －     97    

３．売掛金   17,129     18,665     18,318    

４．たな卸資産   97,542     126,030     109,797    

５．短期貸付金   113,000     21,000     17,000    

６．その他 ※３ 68,960     54,647     64,201    

７．貸倒引当金   △7,126     △29,960     △23,960    

流動資産合計     509,332 17.2   417,320 14.1   534,067 17.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 ※２ 368,076     335,065     351,839    

(2）土地 ※２ 1,425,905     1,425,905     1,425,905    

(3）その他   61,616     46,877     52,111    

有形固定資産合
計     1,855,598 62.8   1,807,848 61.2   1,829,856 61.4 

２．無形固定資産     11,043 0.4   85,104 2.9   11,111 0.4 

３．投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券   183,440     213,649     148,449    

(2）長期前払費用   107,248     89,609     97,880    

(3）敷金   253,090     231,955     240,470    

(4）その他   34,156     162,651     179,346    

(5）貸倒引当金   △24     △54,000     △60,000    

投資その他の資
産合計     577,911 19.6   643,865 21.8   606,147 20.3 

固定資産合計     2,444,553 82.8   2,536,818 85.9   2,447,115 82.1 

資産合計     2,953,886 100.0   2,954,138 100.0   2,981,183 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成16年１月31日） 
当中間会計期間末 

（平成17年１月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   49,015     27,887     29,931    

２．短期借入金 ※２ 923,599     812,727     894,970    

３．１年以内返済予
定長期借入金 

※２ 230,906     198,912     225,242    

４．未払法人税等   4,258     8,555     6,584    

５．賞与引当金   4,500     3,100     3,000    

６．その他   125,018     46,204     47,485    

流動負債合計     1,337,298 45.3   1,097,387 37.1   1,207,214 40.5 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 448,156     249,244     347,248    

２．役員退職慰労引
当金   4,403     －     －    

３．新株予約権   －     16,980     28,400    

４．その他   41,020     41,020     41,020    

固定負債合計     493,579 16.7   307,244 10.4   416,668 14.0 

負債合計     1,830,877 62.0   1,404,631 47.5   1,623,882 54.5 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     3,509,547 118.8   4,253,047 144.0   3,800,747 127.5 

Ⅱ 資本剰余金                    

資本準備金   408,848     396,620     679,248    

資本剰余金合計     408,848 13.8   396,620 13.4   679,248 22.7 

Ⅲ 利益剰余金                    

中間（当期）未
処理損失   2,795,011     3,099,673     3,122,248    

利益剰余金合計     △2,795,011 △94.6   △3,099,673 △104.9   △3,122,248 △104.7 

Ⅳ 自己株式     △375 △0.0   △486 △0.0   △447 △0.0 

資本合計     1,123,008 38.0   1,549,507 52.5   1,357,300 45.5 

負債・資本合計     2,953,886 100.0   2,954,138 100.0   2,981,183 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     409,640 100.0   340,940 100.0   743,139 100.0 

Ⅱ 売上原価     221,262 54.0   189,458 55.6   378,949 51.0 

売上総利益     188,377 46.0   151,482 44.4   364,190 49.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     353,639 86.3   416,427 122.1   706,063 95.0 

営業損失     165,261 40.3   264,945 77.7   341,872 46.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１   12,015 2.9   4,574 1.3   19,168 2.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   39,781 9.7   17,158 5.0   111,525 15.0 

経常損失     193,028 47.1   277,529 81.4   434,229 58.4 

Ⅵ 特別利益 ※３   51,989 12.7   － －   54,978 7.4 

Ⅶ 特別損失 ※４   203,974 49.8   376,844 110.5   290,498 39.1 

税引前中間(当期)
純損失     345,013 84.2   654,373 191.9   669,749 90.1 

法人税、住民税及
び事業税     3,500 0.9   2,300 0.7   6,000 0.8 

中間(当期)純損失     348,513 85.1   656,673 192.6   675,749 90.9 

前期繰越損失     2,446,498     2,442,999     2,446,498  

中間(当期)未処理
損失     2,795,011     3,099,673     3,122,248  

                     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

当社は、前期まで連続して売上高

が減少傾向にあり、５期連続して経

常損失となっていたため、当社は平

成15年８月に「ICHIYA Re－ 

Communication計画」を策定し、営業

基盤を強化するための方策に取り組

んでおりましたが、当中間会計期間

は、売上が前期に続き、減少傾向と

なり、かつ、５年連続の中間経常損

失を計上する結果となりました。ま

た、前期から開始したＩＴ関連事業

につきましては、将来の採算のとれ

た収益見込みが立たず、平成16年２

月に撤退を決議し、１億76百万円の

事業撤退損を計上し、３億48百万円

の中間純損失を計上、27億95百万円

の利益剰余金のマイナスとなってい

ます。さらに、平成14年10月29日開

催の定時株主総会で決議発行した新

株予約権（発行総額40億円）は、平

成16年１月末時点までに６億58百万

円しか行使が行われておらず、未だ

満足のいく水準には達しておりませ

ん。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

当社は、当該状況を解消すべく 

「ICHIYA Re－Communication計画」

を継続、推し進めると共に、営業基

盤強化のための資金確保といたしま

して、平成16年３月12日に第２回新

株予約権150,000個（発行総額37億80

百万円）を取締役会において発行決

議いたしました（承認臨時株主総会

平成16年５月12日）。これら資金確

保と営業基盤強化により、中期的に

は売上高の増加を目指すとともに、

早期に経常利益を計上できる体制を

整えてまいります。 

当社は、当中間会計期間も、売上

高の減少傾向に歯止めがかからず、

依然厳しい状況が続いており、経常

損失についても、販促活動を強化し

たことから、上期後半以降徐々に効

果が出始めておりますが、その他の

経費削減が予定どおりに進まず、当

中間会計期間は、大幅な中間純損失

（６億56百万円）を計上しました。

また、有利子負債については前事業

年度と比較し、約２億円の返済を行

い、約12億60百万円となったもの

の、利益剰余金はマイナスの30億99

百万円となっています。また、株主

提訴の平成16年５月12日の臨時株主

総会決議無効の地裁の判決を受け

て、現在高裁で継続中です。 

 当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社は、当該状況を解消すべく、 

① 本業についてのリニューアル 

等による販売強化を継続するととも

に無駄を廃し、徹底的合理化を図り

ます。また各社との業務提携を推し

進めるとともに、関連事業のＭ＆Ａ

等を実行し、新たな経営体制を確立

してまいります。 

② 資金確保として、第三者割当増

資（平成17年２月16日付、払込金額

３億60百万円）を実施し、財務体質

の強化を図りました。 

③ 訴訟対策としては、高裁での勝

訴を当然目指しておりますが、併せ

て平成17年３月31日に臨時株主総会

を開催し、争点となっている議案に

ついて追認を行なったところ、議案

については全て可決されました。こ

の議案の可決は、今後の裁判の結果

によって、事業運営に支障をきたす 

 当社は、前事業年度まで連続して

売上高が減少傾向にあり、５期連続

して経常損失となっていたため、当

社は平成15年８月に「ICHIYA Re―

Communication計画」を策定し、営業

基盤を強化するための方策に取り組

んでおりましたが、当事業年度は、

売上が前事業年度に続き、減少傾向

となり、かつ、前事業年度から開始

したＩＴ関連事業の撤退を平成16年

２月に決議し、１億79百万円の事業

撤退損を計上、７年連続となる当期

純損失（６億75百万円）を計上する

結果となり、利益剰余金はマイナス

31億22百万円となっています。さら

に、平成16年７月16日発行した第２

回新株予約権150,000個（発行総額37

億80百万円）は、平成16年８月末時

点までに20,100個（５億６百万円）

権利行使されておりますが、今後、

順調に権利行使していただけるか確

実な保証はありません。 

 当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社は、当該状況を解消すべく 

「ICHIYA Re―Communication計画」

を再度見直すとともに、グループと

しての経営を強化すべく、株式移転

による完全親会社設立（平成16年５

月12日臨時株主総会決議、移転予定

日平成17年２月１日）を決定いたし

ました。これにより、グループとし

ての営業基盤を強化し、関連事業の

Ｍ＆Ａを実行し、新たな経営体制を

確立していく所存です。 

 また、経営基盤確立のための資金

確保として、上記の第２回新株予約

権150,000個（発行総額37億80百万

円）の行使を促進してまいります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

ことがない万全の体制になったこと

を意味し、実質的に訴訟問題の終結

が図られることとなりました。 

④ 事業資金及び運転資金等の確保

のため、第２回新株予約権以外の資

金調達を図ることとし、第３回の新

株予約権を発行してまいります。 

 以上の施策により、資金確保とグ

ループ経営による経営体制を確立

し、早期に売上高の増加と、経常利

益の黒字化を目指してまいります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

これら資金確保とグループ経営によ

る経営体制を確立し、売上高の増加

を目指すとともに、早期に経常利益

を計上できる体制を整えてまいりま

す。 

 財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  店舗食材 

最終仕入原価法による原価

法 

店舗食材 

同左 

店舗食材 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産……定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物（建物附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、耐用年数は以下の通り

であります。 

建物      ７～50年 

(1）有形固定資産……同左 (1）有形固定資産……同左 

  (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

特許権については８年間の定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用……定額法 (3）長期前払費用……同左 (3）長期前払費用……同左 

３．繰延資産の処理方法  新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

 新株発行費 

同左 

 新株発行費 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金……債権の貸倒れ

による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金……同左 (1）貸倒引当金……同左 

  (2）賞与引当金……従業員の賞与

の支給に備えるため、支給見

込額基準により計上しており

ます。 

(2）賞与引当金……同左 (2）賞与引当金……同左 

  (3）役員退職慰労引当金……商法

施行規則第43条に規程する引

当金であり、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

(3）    ───── (3）    ─────

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
 （自 平成15年８月１日 
 至 平成16年７月31日） 

──────  従来、増資に伴う「新株発行費」

は、営業外費用に計上しておりまし

たが、当中間会計期間より特別損失

に計上しております。 

 この変更は、今期大幅な増資を計

画し、実行しており、その関連費用

も増加したため、経常利益をより適

正に表示する目的で行ったものであ

ります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ経常損失は、370,602千円減

少しておりますが、税引前中間純損

失への影響はありません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

 長期貸付金は、前中間会計期間まで区分掲記しており

ましたが、資産総額の100分の５以下となりましたので、

投資その他の資産の「その他」として表示することとい

たしました。 

 なお、当中間会計期間の「長期貸付金」の金額は

16,000千円であります。 

────── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,700千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失が、4,700

千円増加しております。 

（役員退職慰労引当金） 

 従来、役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額の100%を計上しておりました

が、平成16年５月21日付で役員退職

慰労金制度を廃止しました。これに

より、前事業年度まで積み立ててお

りました、役員退職慰労引当金

54,978千円を全額戻入処理し、特別

利益として計上しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年１月31日） 
当中間会計期間末 

（平成17年１月31日） 
前事業年度末 

（平成16年７月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
528,511千円 574,405千円 553,294千円

※２．担保提供資産      

(1）担保に供している資産      

現金及び預金 

（定期性預金） 

建物 

土地 

計 

50,000千円

287,003千円

1,403,619千円

1,740,623千円

50,000千円

264,824千円

1,403,619千円

1,718,444千円

50,000千円

275,730千円

1,403,619千円

1,729,349千円

(2）担保資産に対する債務      

短期借入金 

長期借入金 

(１年以内返済予定を

含む) 

計 

739,000千円

679,062千円

1,418,062千円

739,000千円

448,156千円

1,187,156千円

739,000千円

572,490千円

1,311,490千円

※３．消費税等の表示方法  仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺の上、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

※１．営業外収益の主要項目      

受取利息 1,511千円 1,308千円 2,892千円 

※２．営業外費用の主要項目      

支払利息 

新株発行費 

18,024千円 

17,970千円 

15,185千円 

－ 

35,582千円 

69,526千円 

※３．特別利益の主要項目      

役員退職慰労引当金戻

入 
51,989千円 － 54,978千円 

※４．特別損失の主要項目      

固定資産売却損 

固定資産除却損 

投資有価証券評価損 

退店損失 

事業撤退損 

貸倒引当金繰入額 

新株発行費 

1,138千円 

－ 

 － 

19,698千円 

176,317千円 

6,820千円 

－ 

1,044千円 

861千円 

 － 

4,337千円 

－ 

－ 

370,602千円 

1,515千円 

740千円 

 5,190千円 

19,698千円 

179,724千円 

83,630千円 

－ 

 ５．減価償却実施額      

有形固定資産 

無形固定資産 

26,683千円 

3,838千円 

22,030千円 

212千円 

52,463千円 

4,071千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及
び備品 

76,998 62,683 14,315 

合計 76,998 62,683 14,315 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

器具及
び備品 

42,201 37,313 4,887 

合計 42,201 37,313 4,887 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

器具及
び備品 

76,998 67,890 9,107 

合計 76,998 67,890 9,107 

  （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 9,428千円

１年超 4,887千円

 合計 14,315千円

１年内 4,887千円

１年超 －千円

 合計 4,887千円

１年内 7,954千円

１年超 1,153千円

 合計 9,107千円

  （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  ３．当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

３．当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

  支払リース料 6,574千円

減価償却費相当額 6,574千円

支払リース料 4,220千円

減価償却費相当額 4,220千円

支払リース料 11,782千円

減価償却費相当額 11,782千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成15年８月１日 至平成16年１月31日） 

１．譲受け事業からの撤退 

 当社は、平成15年６月13日付でティー・シー・ジェイ㈱からインターネットサービス事業の一部譲受けを行い、同

事業の育成のために東京本社を設置し、ＩＴ関連事業の育成を行ってまいりましたが、今後の採算の取れた収益見込

みが立たず、このまま事業を継続しても追加の資金負担の増加が見込まれるため、平成16年２月27日開催の当社取締

役会で同事業からの撤退を決議いたしました。 

２．新株予約権発行について 

平成16年３月12日開催の取締役会において、第三者割当による株式会社イチヤ第２回新株予約権の発行について下

記のとおり決議いたしました。 

(1）新株予約権発行の条件 

① 平成16年５月12日開催予定の臨時株主総会に付議する「定款一部変更の件」が決議されることを条件とする。 

② 株主以外の者に対し、特に有利な条件を付した新株予約権を発行することから、商法第280条の20及び第280条の

21に基づき同臨時株主総会において、以下の各項目について決議されることを発行条件とする。 

(2）特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由 

当社は、現在、新規事業の開発と育成のために平成14年11月16日付をもって、第１回新株予約権を発行してお

り、新株予約権者に対して、その権利行使の促進依頼を行ってまいりましたが、平成16年３月末現在までの行使状

況は、発行総額の約1/4の行使で止まっており、その殆どが行使されない状態が継続し、事業資金および運転資金

に影響が生じております。 

そのため、改めて新株予約権を発行することで、当該事業資金および運転資金の確保を容易にし、当社の財務体

質の強化と既存事業を含めた積極展開が可能となるものと判断したことから、特定の第三者に対して、特に有利な

条件で新株予約権を発行するものであります。 

(3）新株予約権発行の要領 

① 新株予約権の名称   株式会社イチヤ第２回新株予約権 

② 新株予約権の目的たる株式の種類および数 

(ア）株式の種類および数 当社普通株式   150,000,000株 

（新株予約権1個につき 1,000株） 

(イ）株式の数の調整 

 下記(ケ)に従って、新株予約権の行使により発行又は移転する新株式１株当たりの行使価額の調整がなさ

れた場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整される。但し、１株未満の端数を生じた

ときは、これを切り捨てる。 

株式数＝払込金額÷行使価額 

(ウ）発行する新株予約権の総数    150,000個 

(エ）新株予約権の発行価額      １個につき200円（１株につき0.2円） 

(オ）新株予約権の発行価額の総額   30,000,000円 

(カ）新株予約権の割当先および割当数 未定（当社の役員、従業員、会社関係者および株主以外の特定の第三者

とし、今後の取締役会で決定する。） 

(キ）新株予約権の申込期間      平成16年５月31日から平成16年６月１日まで 

(ク）新株予約権の払込期日      平成16年６月２日 

(ケ）新株予約権の行使に際して払込をなすべき額（以下、「行使価額」という。） 

(a）行使価額は、１個につき25,000円又は、行使日の前日に相当する取引日の終値に0.9を乗じた価格（円未満

切上げ）に(3）②に定める新株予約権１個の株式数を乗じた金額を比較し、いずれか低い方を行使価額とす

る。 

(b）行使価額の調整 

 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は次の算式により調整される。 

（なお、次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は

含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処分する場合には、

「新発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。）但し、円位未満小数第２位ま

で算出し、小数第２位を切り捨てる。 



 なお、行使価額は、株式の分割もしくは株式併合の場合、時価を下回る払込価額で自己株式を処分する

場合、株式に転換できる証券を発行する場合又は新株予約権もしくは新株予約権を付与された証券の発行

が行われる場合等にも調整される。 

(コ）新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の総額 

 当初3,750,000,000円 

(サ）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

 当初1個につき 25,200円（１株につき 25.2円） 

(シ）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額 

 当初3,780,000,000円 

(ス）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中資本に組み入れない額 

 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中、資本に組み入れない額は、当該発行価額より資本に

組み入れる額を減じた額とする。資本に組み入れる額とは、当該発行価額に0.5を乗じた額とし、計算の結果

1円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

(セ）新株予約権の期中行使があった場合の取扱い 

 本新株予約権の行使により交付する株式に関する利益配当金又は中間配当金（商法293条ノ５による金銭の

分配）は、本新株予約権行使の効力発生日の属する配当計算期間（現在７月31日及び１月31日に終了する各

６ヶ月の期間）の初めに本新株予約権行使の効力が発生したものとみなして、これを支払う。 

(ソ）新株予約権の行使期間 

 平成16年６月３日から平成18年７月31日まで 

 但し、行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。 

(タ）新株予約権の行使条件 

 各新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。 

(チ）株式交換・株式移転における新株予約権の承継 

(a）当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、新株予約権にかかる義務を当該株式交換又は

株式移転により完全親会社となる会社に承継させる。但し、当該株式交換にかかる株式交換契約書又は当該

株式移転にかかる株主総会決議において、次の(b)に定める方針に沿った内容の定めがなされた場合に限る

ものとする。 

(b）承継される新株予約権の内容の決定の方針 

1）目的たる完全親会社の株式の種類 

完全親会社の同種の株式 

2）目的たる完全親会社の株式の数 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調整するものとし、調整後１株未満の端数は切り捨てる。 

3）権利行使に際して払込むべき金額 

承継前における価額と同額 

4）権利行使期間 

承継前における権利行使期間に同じ 

5）その他の権利行使の条件 

原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については、株式交換又は株式移転の際に

当社取締役会において定めるものとする。 

6）消却事由及び消却条件 

原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については、株式交換又は株式移転の際に

当社取締役会において定めるものとする。 

7）新株予約権の譲渡制限 

完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

(ツ）譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければこれをすることができない。 

(テ）新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券の発行はこれを行わないものとする。 

        既発行 

株式数 
＋

新発行・処分株式数×１株当りの発行・処分価額

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
×

１株当りの時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



(ト）新株予約権の発行価額及び新株予約権の行使に際し払込をなすべき額の算定理由 

 新規事業用資金と運転資金を機動的に調達することおよび財務体質の改善を図るため新株予約権を発行す

るものであります。また、当社の株価の推移状況（業績の低迷等から当社の株価は低迷状態である）からブ

ラックショールズモデルによる算定は適切でないと判断し、当社の財務状況と今後の業績見通し（平成16年

７月期売上高見込は721百万円、経常損失見込は450百万円）を踏まえて、新株予約権１個の発行価額は200円

といたしました。 

 また、行使価額は、現在発行の第１回新株予約権の行使価額を基準としており、行使日の前日に相当する

取引日の終値に0.9を乗じた価格に(3）②に定める新株予約権１個の株式数を乗じた金額を比較し、いずれか

低い方の金額を払込むべき金額といたしました。 

(ナ）募集の方法 

 第三者割当の方法による。 

(ニ）新株予約権の行使請求受付場所 

 当社高知本社 管理本部 

(ヌ）前記各号については、証券取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。 

３．株式移転による完全親会社設立に関する取締役会決議について 

当社は、平成16年４月19日開催の取締役会において、商法第364条以下の規定による株式移転の方法により、当社

の完全親会社（持株会社）の設立を平成16年５月12日開催予定の当社臨時株主総会に付議することを決定いたしまし

た。 

(１）株式移転による完全親会社の設立および持株会社体制による事業再編の目的 

当社は、昭和22年３月創業以来、本社のある高知県高知市を中心に「紳士服等衣料品の小売業」を営み、昭和27

年６月に株式会社を設立、事業規模を拡大し、昭和58年以降、郊外型の店舗展開が順調に推移したことから、平成

６年４月株式を店頭登録させていただきました。しかしながら、同業者間での競合の激化と消費の低迷もあって業

績が悪化し、当社は経営再建のため、平成11年11月飲食事業（焼肉店「牛藩」）の展開を開始。以後、事業の柱と

なるべく新規事業の開発に注力してまいりました。具体的には、不動産事業、自動製作機械の製造事業、絵画・美

術品取扱事業等に取り組んでまいりましたが、事業としての確立には至らず、また、前期よりＩＴ関連事業に係る

営業の一部譲受けを行い、同事業の育成のため東京事務所を設置し、新規事業を含めた展開を開始しましたが、今

後の事業展開と投資額に見合う採算性について再検討の結果、ＩＴ関連事業の撤退を決議しております。 

そのような状況下におきまして、平成16年２月１日付当社の代表取締役の変更に伴い、当社並びに当社の子会社

を含めた企業グループとして、健全かつ競争力のある会社を目指すため、この度の株式移転による完全親会社設立

を検討した次第であります。 

今後は、グループとしては、機動的かつ柔軟な事業再編を行い、経営の効率化と体質強化を図ることを目指し、

各事業に責任を持たせ、迅速で効率的な意思決定と管理運用が可能なグループ形成を検討してまいります。その結

果、独立採算制を中心とした管理体制の強化を図り、Ｍ＆Ａ等により企業を付加することで、多岐に亘る経営形態

を形成することも可能となりますが、現行では検討段階でありますので、将来的概要に関しては、決定次第随時開

示してまいります。 

今後は持株会社体制への移行を通じて、セグメント毎に迅速な意思決定と情報の提供を行い、株主・投資家・顧

客・取引先等の皆様にとって、価値ある企業を目指してまいります。 

(２）株式移転の条件等 

① 株式移転の日程（予定） 

（注）詳細な日程につきましては、現在申請会員である証券会社等と討議しておりますので、決定次第発表させ

ていただきます。 

平成16年４月19日（月） 株式移転決議取締役会 

平成16年５月12日（水） 株式移転承認臨時株主総会開催日 

平成16年12月９日（木）予定 株券提供公告 

平成16年12月13日（月）予定 株券提出期間開始 

平成17年１月31日（月）予定 株券提出期間終了 

平成17年１月26日（水）予定 上場廃止日 

平成17年２月１日（火）予定 株式移転期日・持株会社設立日 

平成17年２月１日（火）予定 持株会社設立登記日 

平成17年２月１日（火）予定 持株会社上場日 



② 株式移転比率（予定） 

（注）１．株式の割当比率 

株式会社イチヤの普通株式１株に対して株式会社イチヤホールディングスの普通株式１株を割当て交付

いたします。また、単元株制度を採用し、１単元の株式を1,000株といたします。 

２．株式移転比率の算定根拠 

本株式移転におきましては、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、

株式移転時の当社構成と株式会社イチヤホールディングスの株主構成に変化はないことから、株主の皆様

に不利益を与えないことを第一義として、株主の皆様が所有する普通株式１株に対して株式会社イチヤホ

ールディングスの普通株式１株を割当てることといたしました。 

３．第三者機関による算定結果、算定方法および算定根拠 

上記２の理由により、第三者機関による算定は行いません。 

４．今後、変更があった場合は、随時発表させていただきます。 

③ 株式移転交付金 

当社は、株式移転に際して株式移転交付金の支払は行いません。 

④ 設立後における新会社の登録申請に関する事項 

新たに設立する完全親会社の登録（売買開始）予定日は、日本証券業協会の規則に基づき決定されますが、株

式移転をなすべき日は平成17年２月初旬を予定しております。なお、株式会社イチヤホールディングスの新規登

録に伴い、株式会社イチヤは、平成17年１月下旬をもちまして登録取消となる予定であります。 

⑤ 株式移転による新株予約権の完全親会社への承継に関する事項 

当社は、平成16年３月12日開催の取締役会において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、特定の第三

者に対して特に有利な条件で新株予約権を発行することの承認を求める議案を、平成16年５月12日開催予定の臨

時株主総会に付議することを決議しておりますが、上記新株予約権は完全親会社に承継されます。 

承継される新株予約権の内容 

(ア）目的たる完全親会社の株式の種類 

完全親会社の同種の株式 

(イ）目的たる完全親会社の株式の数 

新株予約権１個につき、完全親会社の株式1,000株を割当てます。 

(ウ）権利行使に際して払込むべき金額 

新株予約権１個につき25,000円、又は、行使日の前日に相当する取引日の終値に0.9を乗じた価格

（円未満切上げ）に（イ）に定める新株予約権１個の株式数を乗じた金額を比較し、いずれか低い

方を行使価格とする。 

(エ）権利行使期間 

平成16年６月３日から平成18年７月31日まで 

(オ）その他の権利行使の条件 

原則として、承継前における権利行使の条件と同じとする。 

(カ）消却事由および消却条件 

原則として、承継前における権利行使の条件と同じとする。 

(キ）新株予約権の譲渡制限 

完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

⑥ 株式会社イチヤ第１回新株予約権の消却に関する事項 

 当社は平成14年10月29日開催の定時株主総会において、第１回新株予約権160,000個の発行を決議し、未行使

の新株予約権は平成16年３月31日現在で119,590個あります（行使期間は平成14年11月18日から平成17年７月31

日まで）。しかしながら、平成16年５月12日開催予定の臨時株主総会において、株式移転による完全親会社設立

が承認決議された場合には、平成14年10月29日株主総会で決議された新株予約権の消却事由（「株式交換又は株

式移転により他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場合」）に該当することとなるた

め、総会決議の後に同日に取締役会を開催し、残存する第１回新株予約権の全部を消却することを決議いたしま

す。 

 なお、消却条件については平成14年10月29日の総会決議に従い、本新株予約権者に対し、無償で消却すること

といたします。 

  株式会社イチヤホールディングス 株式会社イチヤ 

株式移転比率 １．０ １．０ 



⑦ 株式移転の当事会社の概要（平成16年１月31日現在） 

⑧ 最近３事業年度の業績 

（３）新会社（持株会社）の概要 

１） 商号 株式会社イチヤ 

２） 事業内容 紳士服小売業、飲食業 

３） 設立年月日 昭和27年６月24日 

４） 本店所在地 高知県高知市帯屋町一丁目10番18号 

５） 代 表 者 代表取締役社長 吉岡公和（平成16年３月31日現在） 

６） 資 本 金 36億9,258万円（平成16年３月31日現在） 

７） 発行済株式総数 96,340,884株（平成16年３月31日現在） 

８） 株主資本 11億2,300万円 

９） 総資産 29億5,388万円 

10） 決算期 ７月31日 

11） 従業員数 22名 

12） 主要取引先 ワキタ株式会社・フレックスジャパン株式会社・美濃屋株式会社 

13） 大株主及び持株比率 羅 民詔 5,141,000株（6.25％） 

14） 主要取引銀行 高知銀行、四国銀行、りそな銀行 

  株式会社イチヤ 

決算期 平成13年７月期 平成14年７月期 平成15年７月期 

売上高（百万円） 2,684 3,052 784 

営業利益（百万円） △362 225 △316 

経常利益（百万円） △596 △681 △374 

当期純利益（百万円） △1,855 △2,128 △545 

１株当たり当期純利益（円） △111.11 △41.69 △8.67 

１株当たり年間配当金（円） － － － 

１株当たり株主資本（円） 47.56 22.61 16.49 

① 商号 株式会社イチヤホールディングス 

② 事業内容 (ア）他社の株式・有価証券等を取得所有することおよび当該会社の管理運営 

  (イ）グループ企業の管理業務運営を行うとともに、経営戦略の立案や検討、株主

の皆様への対応等の業務 

  (ウ）株式を保有する他の会社に対し、必要な助言・斡旋その他コンサルティング

業務 

③ 本店所在地 高知県高知市帯屋町一丁目10番18号 

④ 取締役及び監査役

（案） 

（代表取締役社長）吉岡公和 （取締役）曽我部達雄・山本誠三・竹崎隆一・ 

増田聡 （監査役）中越正人・清水正博・澤本正二郎・井上昌治 

⑤ 資本金 ５億円 

⑥ 発行予定株式数 96,340,884株（平成16年３月31日現在） 

  但し、株式会社イチヤが発行した新株予約権が、株式移転期日の前日までに行使さ

れた場合は、発行された株式数に相当する株式数を限度として、株式数を増加させ

るものといたします。 

⑦ 決算月 ７月31日 

  設立登記日（平成17年２月初旬予定）から平成17年７月31日までを第１期営業年度

といたします。 

⑧ 会計監査人 国際第一監査法人 

 



当中間会計期間（自平成16年８月１日 至平成17年１月31日） 

１．第三者割当による新株式発行について 

 当社は、平成17年１月28日開催の取締役会決議に基づき、平成17年２月16日付で第三者割当による新株式発行を行

いました。 

新株式発行要領 

２．新株予約権発行について 

平成17年２月18日開催の取締役会において発行決議した、第三者割当による株式会社イチヤ第３回新株予約権につ

いては、平成17年３月31日開催の臨時株主総会において発行が承認され、平成17年４月20日付で同新株予約権の発行

を行いました。 

(1）特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由 

当社は、現在、新規事業の開発と育成のために平成16年５月12日開催の臨時株主総会決議をもって、平成16年７

月16日付で第２回新株予約権を発行し、発行した新株予約権150,000個のうち、平成17年１月６日現在までに個数

で約43％の権利行使があり、順調に行使されておりましたが、当社の株主より臨時株主総会決議無効確認等の訴訟

提起があり、平成16年12月24日付の第一審判決において、本判決確定日までに行使されていない部分が無効である

との判決を受けております。これに対して、当社は高松高等裁判所へ平成17年１月７日付で控訴し、引き続き係属

中であり本判決はいまだ確定しておりません。 

しかしながら、当社コンプライアンスの観点から、本訴訟の最終判決が確定するまでは、第２回新株予約権によ

る資金調達を保留することが最善であると判断いたしました。しかし今後については、最終判決に至るまでの期間

権利行使を保留すると、当初計画しておりました事業資金及び運転資金に影響が生じてくることから、平成17年２

月16日に第三者割当増資を行い、一部は補填したものの、当初計画には満たないため、新たに新株予約権を発行す

ることで、当初予定していた事業資金及び運転資金を機動的に調達することが可能となり、当社の財務体質の大幅

な改善も図れることから、特定の第三者に対して特に有利な条件で新株予約権を発行しようとするものでありま

す。 

(2）新株予約権発行の要領 

１）新株予約権の名称   株式会社イチヤ第３回新株予約権 

２）新株予約権の目的たる株式の種類および数 

① 株式の種類および数 当社普通株式   250,000,000株 

（新株予約権1個につき 1,000株） 

⑨ 設立後の見通しと事

業再編の効果 

新会社は、専門性を持たせた子会社をグループとして捉え、管理・支援し互いにシ

ナジー性を持たせてグループ全体の利益と価値を創造することを事業としていく所

存であります。更にグループ内での資産・ノウハウの有効活用およびグループを構

成する子会社の選定・管理などグループとしての経営を行ってまいります。このよ

うにグループとして経営を考え各子会社を管理・支援することに特化できることか

ら、様々な手法により柔軟かつ迅速にグループ運用および効率的な経営が可能とな

ります。 

今後の新会社の管理する会社等に関しましては、編成手法や候補を現在検討中であ

り、決定次第開示してまいります。 

(１）発行株式数 普通株式30,000,000株 

(２）発行価額 １株につき12円 

(３）発行価額の総額 360,000,000円 

(４）資本組入額 １株につき６円 

(５）資本組入額の総額 180,000,000円 

(６）申込期日 平成17年２月15日（火） 

(７）払込期日 平成17年２月16日（水） 

(８）新株券交付日 平成17年２月16日（水） 

(９）配当起算日 平成17年２月１日（火） 

(10）割当先及び割当株数 Orient Trader International Limited（オリエントトレーダーインターナショナ

ルリミテッド） 30,000,000株



② 株式の数の調整 

 下記 ８）に従って、新株予約権の行使により発行又は移転する新株式１株当たりの行使価額の調整がなされ

た場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整される。但し、１株未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てる。 

株式数＝払込金額÷調整後行使価額 

３）発行する新株予約権の総数    250,000個 

４）新株予約権の発行価額      無償 

５）新株予約権の割当先および割当数 

① 名称   RICH PENINSULA TRADING LIMITED（リッチ ペニンシュラ トレーディング リミテッド） 

住所   P.O.BOX 957, Offshore Incorporations Centre, Road Town, Tortola, British Virgin 

Islands 

割当個数 125,000個 

② 名称   TOWER SKY PROFITS LIMITED（タワー スカイ プロフィッツ リミテッド） 

住所   P.O.BOX 957, Offshore Incorporations Centre, Road Town, Tortola, British Virgin 

Islands 

割当個数 125,000個 

６）新株予約権の申込期日      平成17年４月19日 

７）新株予約権の発行日       平成17年４月20日 

８）新株予約権の行使に際して払込をなすべき額（以下、「行使価額」という。） 

① 行使価額は、１個につき10,000円（１株につき10円） 

② 行使価額の調整 

 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合（自己株式を処分する場合を含む。）

は次の算式により調整される。 

（なお、次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含

まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合には、「新発行

株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとする。）但し、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を切り捨てる。 

 なお、行使価額は、株式の分割もしくは株式併合の場合、株式に転換できる証券を発行する場合、又は新

株予約権もしくは新株予約権を付与された証券の発行が行われる場合等にも調整される。 

９）新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の総額 

 2,500,000,000円 

10）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

 １個につき 10,000円（１株につき 10円） 

11）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額の総額 

 2,500,000,000円 

12）新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中、資本に組み入れない額 

 新株予約権の行使により発行する株式の発行価額中、資本に組み入れない額は、当該発行価額より資本に組

み入れる額を減じた額とする。資本に組み入れる額とは、当該発行価額に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円

未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

13）新株予約権の期中行使があった場合の取扱い 

 本新株予約権の行使により交付する株式に関する利益配当金又は中間配当金（商法293条ノ５による金銭の分

配）は、本新株予約権行使の効力発生日の属する配当計算期間（現在７月31日及び１月31日に終了する各６ヶ

月の期間）の初めに本新株予約権行使の効力が発生したものとみなして、これを支払う。 

14）新株予約権の行使期間 

 平成17年４月21日から平成19年７月31日まで 

 但し、行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。 

15）新株予約権の行使条件 

 各新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。 

        既発行 

株式数 
＋

新発行・処分株式数×１株当りの発行・処分価額 

調整後 

行使価額 
＝

調整前 

行使価額 
× 

１株当りの時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



16）株式交換・株式移転における新株予約権の承継 

① 当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、新株予約権にかかる義務を当該株式交換又は株

式移転により完全親会社となる会社に承継させる。但し、当該株式交換にかかる株式交換契約書又は当該株式

移転にかかる株主総会決議において、次の②に定める方針に沿った内容の定めがなされた場合に限るものとす

る。 

② 承継される新株予約権の内容の決定の方針 

(ア）目的たる完全親会社の株式の種類 

完全親会社の同種の株式 

(イ）目的たる完全親会社の株式の数 

株式交換又は株式移転の比率に応じて調整するものとし、調整後１株未満の端数は切り捨てる。 

(ウ）権利行使に際して払込むべき金額 

承継前における価額と同額とする。 

(エ）権利行使期間 

承継前における権利行使期間に同じとする。 

(オ）その他の権利行使の条件 

原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については、株式交換又は株式移転の際に

当社取締役会において定めるものとする。 

(カ）消却事由及び消却条件 

原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については、株式交換又は株式移転の際に

当社取締役会において定めるものとする。 

(キ）新株予約権の譲渡制限 

完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。 

17）譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けなければこれをすることができない。 

18）新株予約権の消却事由及び消却の条件 

 当社に当該新株予約権の所有権が移転した場合には、これを当社取締役会の承認を得た後、無償にて消却す

ることができる。 

19）新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券の発行はこれを行わないものとする。 

20）新株予約権の発行価額及び行使価額の算定理由 

 新規事業用資金と運転資金を機動的に調達すること及び財務体質の改善を図るため新株予約権を発行するも

のであります。また、当社の株価の推移状況（業績の低迷等から当社の株価は低迷状態にある。）からブラッ

クショールズモデルによる算定は適切でないと判断し、当社の財務状況と今後の業績見通しを踏まえて、新株

予約権の発行価額は無償といたしました。 

 また、行使価額は当社の株価の推移状況から最近の取引値の最低価格といたしました。 

21）募集の方法 

 第三者割当の方法による。 

22）新株予約権の行使請求受付場所 

 当社高知本社 管理部 

23）前記各号については、証券取引法に基づく届出の効力発生を条件とする。 

前事業年度（自平成15年８月１日 至平成16年７月31日） 

１．関連会社の設立について 

 平成16年８月２日開催の取締役会決議により、当社の主体事業である紳士服及び衣料品小売業の強化と新規展開を

図る目的で、中華人民共和国において衣料等繊維製品取扱企業である「上海華源股份有限公司」との間で、日本国内

における合弁会社の設立を含めた業務提携契約を平成16年８月10日に締結いたしました。 

（１）業務提携先の概要 

① 商号 上海華源股份有限公司 

② 事業内容  繊維製品の総合メーカー 

③ 設立年月日 1996年７月２日 

④ 本店所在地 上海市浦東陸家嘴東路161号少商局大圧厦31楼 

⑤ 代表者名 呉云生 

⑥ 資本金 49,175.4万元 

 



（２）関連会社の概要 

（注）当社代表取締役社長吉岡公和及び顧問山本誠三の２名が取締役として就任予定。 

２．株式会社アド研との業務提携について 

 平成16年８月２日開催の取締役会決議により、新規事業として、株式会社アド研の保有するポイント交換サービス

に関する知的財産権を共有することにより、本特許を軸とした事業展開を目的として、同社と平成16年８月業務提携

ならびに特許権持分譲渡等契約を締結するとともに同社株式の５％を取得しております。 

業務提携先の概要 

 
 

(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

特記事項はありません。 

② 訴訟 

 当社は、平成16年５月12日に臨時株主総会を開催し、第２回新株予約権の発行を上程し承認可決されました

が、この臨時株主総会の決議が無効であるとして、株主羅民詔氏が高知地方裁判所へ提訴、同年12月24日付第

一審判決において、同臨時株主総会に関する決議の取消し、ならびに第２回新株予約権のうち本判決確定日ま

でに行使されていない部分が無効であるとの判決を受けました。当社はこれを不服として平成17年１月７日高

松高等裁判所へ控訴し現在係属中であります。今後、裁判のなかで当社の主張が正当に認められるものと判断

いたしております。 

⑦ 従業員数  7,952名 

⑧ 株主構成及び持株比率 中国上海華源集団有限公司 31.51％ 

① 商号 華源ＪＡＰＡＮ株式会社 

② 会社の目的、事業内容 衣料品繊維製品及び日用品雑貨等の輸出入代理業 

③ 設立予定日 平成16年10月（予定） 

④ 本店所在地 東京都港区内とする。 

⑤ 代表者名 孫 瑩（上海華源股份有限公司 総経理） 

⑥ 資本金 40,000千円 

⑦ 株主構成及び持株比率 上海華源股份有限公司 70％ 

株式会社イチヤ   30％ 

⑧ 発行済株式数 800株 

① 商号 株式会社アド研 

② 会社の目的、事業内容 広告の企画・製作・印刷・ＷＥＢ制作企画 

③ 設立年月日 1978年10月13日 

④ 本店所在地 大阪市浪速区幸町３丁目１番３号 

⑤ 代表者名 榊原 悠 

⑥ 資本金 10,000千円 

⑦ 従業員数 40名 

⑧ 株主構成及び持株比率 榊原 悠 75% 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

平成16年８月18日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 

(2）臨時報告書 

平成16年10月１日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第54期）（自 平成15年８月１日 至 平成16年７月31日）平成16年10月28日四国財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

平成16年11月25日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 

(5）有価証券報告書の訂正報告書 

平成16年12月15日四国財務局長に提出 

事業年度（第53期）（自 平成14年８月１日 至 平成15年７月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(6）半期報告書の訂正報告書 

平成16年12月15日四国財務局長に提出 

事業年度（第54期中）（自 平成15年８月１日 至 平成16年１月31日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(7）有価証券届出書の訂正届出書 

平成16年12月15日四国財務局長に提出 

平成16年７月８日提出の有価証券届出書に係るものであります。 

(8）有価証券届出書の訂正届出書 

平成16年12月16日四国財務局長に提出 

平成16年12月15日提出の有価証券届出書の訂正届出書に係るものであります。 

(9）臨時報告書 

平成16年12月21日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 

(10）臨時報告書の訂正報告書 

平成17年１月５日四国財務局長に提出 

平成16年５月13日提出の臨時報告書に係るものであります。 

(11）臨時報告書 

平成17年１月28日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績

に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 

(12）有価証券届出書（その他の者に対する割当）及びその添付書類 

平成17年１月28日四国財務局長に提出 

(13）有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年１月31日四国財務局長に提出 

平成17年１月28日提出の有価証券届出書に係るものであります。 

(14）臨時報告書 

平成17年２月16日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 



(15）臨時報告書 

平成17年２月21日四国財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書であります。 

(16）有価証券届出書（新株予約権発行）及びその添付書類 

平成17年３月31日四国財務局長に提出 

(17）有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年３月31日四国財務局長に提出 

平成17年３月31日提出の有価証券届出書に係るものであります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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